
第14期（令和６年４月１日～令和７年３月31日）決算の概要 

 

 

株式会社東日本大震災事業者再生支援機構 

 

 

 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構は、令和７年６月18日、定時株主総会を行い、第14期事

業年度の決算を報告しました。弊社全体での概要は以下のとおりです。 

 

 

1.  貸借対照表の主なものとしては、資産の部に現預金4,722百万円、貸出金11,190百万円、営業投

資有価証券15百万円、負債の部に短期借入金3,800百万円を計上しております。 

 

2.  損益計算書の主なものとしては、営業収益（貸付利息、債権回収益等）が1,594百万円、営業費用

（役職員給与595百万円、地代家賃91百万円、貸倒引当金繰入額211百万円等）が1,227百万円と

なり、営業利益366百万円、経常利益365百万円、当期純利益は322百万円となりました。 

 

 

 

 

（注）弊社では区分経理を採用しております。 

以上 
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計 算 書 類 

 

 
貸 借 対 照 表 

 

令和７年３月31日現在 

 

 

 

金　　　　額 金　　　　額

（資産の部） （負債の部）

流　 動 　資　 産 12,283 流 　動　 負　 債 4,217

現 金 及 び 預 金 4,722 3,800

貸 出 金 11,190 5

営 業 投 資 有 価 証 券 15 32

立 替 金 3 6

前 払 費 用 19 3

未 収 収 益 14 15

そ の 他 の 流 動 資 産 32 4

貸 倒 引 当 金 △ 3,713 7

固　 定　 資 　産 333 340

　有 形 固 定 資 産 36 固　 定　 負　 債 428

建 物 24 　 205

工 具 器 具 及 び 備 品 11 　 30

　無 形 固 定 資 産 70 192

ソ フ ト ウ ェ ア 70 4,645

電 話 加 入 権 0 （純資産の部）

　投資その他の資産 226 株 　主　 資　 本 7,971

長 期 前 払 費 用 0 29,984

保 証 金 ・ 権 利 金 62 △ 22,012

破 産 更 生 債 権 1,950 △ 22,012

貸 倒 引 当 金 △ 1,786 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 22,012

　 7,971

12,617 12,617

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

賞 与 引 当 金

前 受 金

預 り 金

科　　　　　　目 科　　　　　目

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

（単位：百万円）

未 払 法 人 税 等

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

債 務 保 証 損 失 引 当 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
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損 益 計 算 書 

 

自 令和６年４月１日 

至 令和７年３月31日 
 

 

（単位：百万円）

1,594

1,227

366

6

0 6

7

0 7

365

365

42

322

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

支 払 利 息

営 業 外 費 用

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

雑 収 入

受 取 利 息

営 業 収 益

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

経 常 利 益

雑 損 失
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

自 令和６年４月１日 

至 令和７年３月31日 
 

 

株主資本

利益剰余金

29,984 △ 22,334 △ 22,334 7,649 7,649

322 322 322 322

- 322 322 322 322

29,984 △ 22,012 △ 22,012 7,971 7,971

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

事業年度中 の変 動額 合計

当 期 末 残 高

（単位：百万円）

純資産
合　計資本金

株主資本
合　　計

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合　　　計繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当　期　純　利　益



- 4 - 
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個 別 注 記 表 
 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準及び評価方法  

その他有価証券 

市場価格のない株式等･････移動平均法による原価法 

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産･････定額法 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物（建物附属設備） ８～20年 

工具器具及び備品  ５～20年 

なお、定期建物賃借権上の建物等については、存続期間に基づく耐用年数にて

償却を行っております。 

②無形固定資産･････定額法 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア ５年 

 

(3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。  

②債務保証損失引当金 

債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の状況を考慮し、損失負担見込額

を計上しております。 

③賞与引当金 

従業員への賞与の支払いに備えるため、当事業年度に帰属する額を計上しており

ます。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金制度に基づく自己都合の期末要支給

額を計上しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上

しております。 

 

(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、５年間で均等償却を行っておりま

す。 
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２.会計上の見積りに関する注記 

貸倒引当金の評価 

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額 

貸倒引当金   5,500百万円 

(2)重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。全ての債権は債務者毎に将来の資金繰り等の見通しを主要な仮定とし

て、一般債権及び貸倒懸念債権等に区分しております。将来の資金繰り等の見通しは、

実態の財務状況、債務の支払状況、収益力、再生計画の進捗状況等を総合的に勘案して

判断しております。 

なお、将来の事業環境等の変化により、見積りの前提が変化した場合、翌事業年度の

計算書類において、貸倒引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

３.貸借対照表等に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額   98百万円 

(2)保証債務 

支援対象事業者の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

  53事業者           173百万円 

    

４.株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 

当事業年度 

期首の株式数 

(株) 

当事業年度 

増加株式数 

(株) 

当事業年度 

減少株式数 

(株) 

当事業年度 

末の株式数 

(株) 

普通株式 599,680 - - 599,680 

 

５.税効果会計に関する注記 

一時差異等の発生の主な原因は貸倒引当金等でありますが、当社の事業の特殊性によ

り将来年度の課税所得の見積りが困難なため、繰延税金資産を計上しておりません。 

 

６.金融商品に関する注記 

(1)金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針   

資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。 

 ②金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制 

貸出金及び営業投資有価証券は、支援対象事業者に対する貸出金及び非上場株式で

あり、貸出先の契約不履行等によってもたらされる信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、支援対象事業者の状況をモニタリングすることとしておりま

す。 

短期借入金は、営業取引に係る資金調達であり、固定金利による調達を行うことに

より金利変動リスクを回避しております。 

 ③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額が得られない場合に

は合理的に算定された価格が含まれております。 

 

 

 



- 6 - 
 

【株式会社東日本大震災事業者再生支援機構】 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

令和７年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等である営業投資有価証券（貸借対照

表計上額 15 百万円）は、次表には含めておりません。また、現金及び預金は帳簿価額

と近似していることから、短期借入金は短期間で決済され時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、注記を省略しております。 

 (単位：百万円) 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(１)貸出金 

貸倒引当金(※1) 

(２)破産更生債権 

  貸倒引当金(※2) 

11,190 

△2,338 

1,950 

△1,786 

  

    9,015 9,015 - 

    (※1)貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。 

    (※2)破産更生債権に対応する個別貸倒引当金を控除しております。 

 

（注1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 
 貸出金 

貸出金については、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フロー等による回収

可能見込額に基づき算定した価額にて買い取っております。また、個々の債務者の

信用状態に応じて当該債務者の将来キャッシュ・フローの減少見込みを貸倒引当金

に反映しているため、時価は事業年度末における貸借対照表価額から買い取り後信

用状態が大きく異なる債務者に係る貸倒引当金を控除した金額と近似していること

から、当該価額をもって時価としております。 

いずれも時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要であるため、

レベル３の時価に分類しております。 

       

破産更生債権 

破産更生債権については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒引当金を算定

しているため、時価は事業年度末における貸借対照表価額から貸倒引当金計上額を

控除した金額と近似していることから、当該価額をもって時価としております。 

いずれも時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要であるため、

レベル３の時価に分類しております。 

 

（注2）金銭債権及び金銭債務の決算日後の償還予定額  

(単位：百万円) 

 １年以内 １年超 

貸出金 -          11,190 

破産更生債権1,950百万円は償還予定額が見込めないため、上記の表には含めておりま

せん。 
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７.１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額     13,293円39銭 

 

(2)１株当たり当期純利益       537円56銭 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

損益計算書上の当期純利益（百万円） 322 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 322 

普通株式の期中平均株式数（株） 599,680 
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【一般業務勘定】 

 

 

計 算 書 類 

 

 

貸 借 対 照 表 
 

令和７年３月31日現在 

 

 

 

 

 

 

金　　　　額 金　　　　額

（資産の部） （負債の部）

流　 動 　資　 産 10,664 流 　動　 負　 債 4,143

現 金 及 び 預 金 3,210 3,728

貸 出 金 11,038 5

営 業 投 資 有 価 証 券 15 31

立 替 金 3 5

前 払 費 用 19 3

未 収 収 益 14 15

そ の 他 の 流 動 資 産 31 4

貸 倒 引 当 金 △ 3,668 7

固　 定　 資 　産 321 340

　有 形 固 定 資 産 35 固　 定　 負　 債 420

建 物 23 　 201

工 具 器 具 及 び 備 品 11 　 30

　無 形 固 定 資 産 69 188

ソ フ ト ウ ェ ア 69 4,563

電 話 加 入 権 0 （純資産の部）

　投資その他の資産 217 株 　主　 資　 本 6,422

長 期 前 払 費 用 0 28,006

保 証 金 ・ 権 利 金 58 △ 21,583

破 産 更 生 債 権 1,849 △ 21,583

貸 倒 引 当 金 △ 1,691 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 21,583

6,422

10,986 10,986

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

負 債 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

債 務 保 証 損 失 引 当 金

純 資 産 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

前 受 金

（単位：百万円）

科　　　　　　目 科　　　　　目

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金
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【一般業務勘定】 

 

損 益 計 算 書 
 

自 令和６年４月１日 

至 令和７年３月31日 
 

 

 

 

（単位：百万円）

1,545

1,201

343

6

0 6

7

0 7

342

342

41

300

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

営 業 外 費 用

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

雑 収 入

受 取 利 息

営 業 収 益

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　額

支 払 利 息

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

経 常 利 益

雑 損 失
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

自 令和６年４月１日 

至 令和７年３月31日 

 

 

 

 

株主資本

利益剰余金

28,006 △ 21,884 △ 21,884 6,121 6,121

300 300 300 300

- 300 300 300 300

28,006 △ 21,583 △ 21,583 6,422 6,422

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

事業年度中 の変 動額 合計

当 期 末 残 高

（単位：百万円）

純資産
合　計資本金

株主資本
合　　計

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合　　　計繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当　期　純　利　益
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【一般業務勘定】 

 

 

個 別 注 記 表 
 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準及び評価方法  

   その他有価証券 

市場価格のない株式等･････移動平均法による原価法 

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産･････定額法 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物（建物附属設備） ８～20年 

工具器具及び備品  ５～20年 

なお、定期建物賃借権上の建物等については、存続期間に基づく耐用年数にて

償却を行っております。 

②無形固定資産･････定額法 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア ５年 

 

 (3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。  

②債務保証損失引当金 

債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の状況を考慮し、損失負担見込額

を計上しております。 

③賞与引当金 

従業員への賞与の支払いに備えるため、当事業年度に帰属する額を計上しており

ます。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金制度に基づく自己都合の期末要支給

額を計上しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上

しております。 

 

(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、５年間で均等償却を行っておりま

す。 
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【一般業務勘定】 

 

２.会計上の見積りに関する注記 

貸倒引当金の評価 

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額      

貸倒引当金         5,360百万円 

(2)重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。全ての債権は債務者毎に将来の資金繰り等の見通しを主要な仮定とし

て、一般債権及び貸倒懸念債権等に区分しております。将来の資金繰り等の見通しは、

実態の財務状況、債務の支払状況、収益力、再生計画の進捗状況等を総合的に勘案して

判断しております。 

なお、将来の事業環境等の変化により、見積りの前提が変化した場合、翌事業年度の

計算書類において、貸倒引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

３.貸借対照表等に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額   93百万円 

(2)保証債務 

 支援対象事業者の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

   52事業者           173百万円 

    

４.株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 

当事業年度 

期首の株式数 

(株) 

当事業年度 

増加株式数 

(株) 

当事業年度 

減少株式数 

(株) 

当事業年度 

末の株式数 

(株) 

普通株式 560,124 - - 560,124 

 

５.税効果会計に関する注記 

一時差異等の発生の主な原因は貸倒引当金等でありますが、当社の事業の特殊性によ

り将来年度の課税所得の見積りが困難なため、繰延税金資産を計上しておりません。 

 

６.金融商品に関する注記 

(1)金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針   

資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。 

 ②金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制 

貸出金及び営業投資有価証券は、支援対象事業者に対する貸出金及び非上場株式で

あり、貸出先の契約不履行等によってもたらされる信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、支援対象事業者の状況をモニタリングすることとしておりま

す。 

短期借入金は、営業取引に係る資金調達であり、固定金利による調達を行うことに

より金利変動リスクを回避しております。 

 ③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額が得られない場合に

は合理的に算定された価格が含まれております。 
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【一般業務勘定】 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

令和７年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等である営業投資有価証券（貸借

対照表計上額 15百万円）は、次表には含めておりません。また、現金及び預金は帳簿

価額と近似していることから、短期借入金は短期間で決済され時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、注記を省略しております。 
(単位：百万円) 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(１)貸出金 

貸倒引当金(※1)  

(２)破産更生債権 

  貸倒引当金(※2) 

11,038 

△2,313 

1,849 

△1,691 

 

 
 

 8,883 8,883 - 

(※1)貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。 
(※2)破産更生債権に対応する個別貸倒引当金を控除しております。 

 

（注1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

貸出金 

貸出金については、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フロー等による回収

可能見込額に基づき算定した価額にて買い取っております。また、個々の債務者の

信用状態に応じて当該債務者の将来キャッシュ・フローの減少見込みを貸倒引当金

に反映しているため、時価は事業年度末における貸借対照表価額から買い取り後信

用状態が大きく異なる債務者に係る貸倒引当金を控除した金額と近似していること

から、当該価額をもって時価としております。 

いずれも時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要であるため、

レベル３の時価に分類しております。 

 

破産更生債権 

破産更生債権については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒引当金を算定

しているため、時価は事業年度末における貸借対照表価額から貸倒引当金計上額を

控除した金額と近似していることから、当該価額をもって時価としております。 

いずれも時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要であるため、

レベル３の時価に分類しております。 

 

 （注2）金銭債権及び金銭債務の決算日後の償還予定額  

  (単位：百万円) 

 １年以内 １年超 

貸出金 -          11,038 

破産更生債権1,849百万円は償還予定額が見込めないため、上記の表には含めておりま

せん。 
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【一般業務勘定】 

 

７.１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額      11,467円05銭 

 

(2)１株当たり当期純利益        537円34銭 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

損益計算書上の当期純利益（百万円）  300 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - 

普通株式に係る当期純利益（百万円）  300 

普通株式の期中平均株式数（株） 560,124 
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 【農水産業協同組合等業務勘定】 

 

 

計 算 書 類 

 

 

貸 借 対 照 表 
 

令和７年３月31日現在 

 

金　　　　額 金　　　　額

（資産の部） （負債の部）

流　 動 　資　 産 1,619 流 　動　 負　 債 73

現 金 及 び 預 金 1,511 71

貸 出 金 151 0

立 替 金 0 0

前 払 費 用 0 0

未 収 収 益 0 0

そ の 他 の 流 動 資 産 0 0

貸 倒 引 当 金 △ 45 0

固　 定　 資 　産 12 0

　有 形 固 定 資 産 1 0

建 物 0 固　 定　 負　 債 8

工 具 器 具 及 び 備 品 0 4

　無 形 固 定 資 産 1 　 0

ソ フ ト ウ ェ ア 1 　 3

電 話 加 入 権 0 82

　投資その他の資産 9 （純資産の部）

長 期 前 払 費 用 0 株 　主　 資　 本 1,548

保 証 金 ・ 権 利 金 3 1,977

破 産 更 生 債 権 101 △ 428

貸 倒 引 当 金 △ 95 △ 428

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 428

1,548

1,631 1,631

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

負 債 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

（単位：百万円）

科　　　　　　目 科　　　　　目

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

前 受 金

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

債 務 保 証 損 失 引 当 金
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【農水産業協同組合等業務勘定】 

 

 

損 益 計 算 書 
 

自 令和６年４月１日 

至 令和７年３月31日 
 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

48

26

22

0

0 0

　 0

0 0

22

22

0

21

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

営 業 収 益

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　額

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

雑 収 入

受 取 利 息

支 払 利 息

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

雑 損 失
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【農水産業協同組合等業務勘定】 

 

 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

自 令和６年４月１日 

至 令和７年３月31日 

 

 

 

株主資本

利益剰余金

1,977 △ 450 △ 450 1,527 1,527

21 21 21 21

- 21 21 21 21

1,977 △ 428 △ 428 1,548 1,548

（注）金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

事業年度中 の変 動額 合計

当 期 末 残 高

（単位：百万円）

純資産
合　計資本金

株主資本
合　　計

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合　　　計繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当　期　純　利　益
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【農水産業協同組合等業務勘定】 

 

 

個 別 注 記 表 
 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準及び評価方法  

その他有価証券 

市場価格のない株式等･････移動平均法による原価法 

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産･････定額法 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物（建物附属設備） ８～20年 

工具器具及び備品  ５～20年 

なお、定期建物賃借権上の建物等については、存続期間に基づく耐用年数にて

償却を行っております。 

②無形固定資産･････定額法 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア ５年 

 

(3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。  

②債務保証損失引当金 

債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の状況を考慮し、損失負担見込額

を計上しております。 

③賞与引当金 

従業員への賞与の支払いに備えるため、当事業年度に帰属する額を計上しており

ます。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金制度に基づく自己都合の期末要支給

額を計上しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上

しております。 

 

(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、５年間で均等償却を行っておりま

す。 
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【農水産業協同組合等業務勘定】 

 

２.会計上の見積りに関する注記 

貸倒引当金の評価 

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額  

貸倒引当金   140百万円 

(2)重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。全ての債権は債務者毎に将来の資金繰り等の見通しを主要な仮定とし

て、一般債権及び貸倒懸念債権等に区分しております。将来の資金繰り等の見通しは、

実態の財務状況、債務の支払状況、収益力、再生計画の進捗状況等を総合的に勘案して

判断しております。 

なお、将来の事業環境等の変化により、見積りの前提が変化した場合、翌事業年度の

計算書類において、貸倒引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

３.貸借対照表等に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額   ４百万円 

(2)保証債務 

 支援対象事業者の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

   １事業者            －百万円 

（注）保証金額については全額債務保証損失引当金を計上しているため、－百万円

と表示しております。 

 

４.株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 

当事業年度 

期首の株式数 

(株) 

当事業年度 

増加株式数 

(株) 

当事業年度 

減少株式数 

(株) 

当事業年度 

末の株式数 

(株) 

普通株式 39,556 - - 39,556 

 

５.税効果会計に関する注記 

一時差異等の発生の主な原因は貸倒引当金等でありますが、当社の事業の特殊性によ

り将来年度の課税所得の見積りが困難なため、繰延税金資産を計上しておりません。 

 

６.金融商品に関する注記 

(1)金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針   

資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。 

 ②金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制 

貸出金は、支援対象事業者に対する貸出金であり、貸出先の契約不履行等によって

もたらされる信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、支援対象事業

者の状況をモニタリングすることとしております。 

短期借入金は、営業取引に係る資金調達であり、固定金利による調達を行うことに

より金利変動リスクを回避しております。 

 ③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額が得られない場合に

は合理的に算定された価格が含まれております。 
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【農水産業協同組合等業務勘定】 

 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

令和７年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。また、現金及び預金は帳簿価額と近似していることから、短期借入

金は短期間で決済され時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。 

 

(単位：百万円) 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(１)貸出金 

貸倒引当金(※1) 

(２)破産更生債権 

  貸倒引当金(※2) 

151 

△25 

101 

△95 

  

 
 

 132 132 - 

(※1)貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。 

(※2)破産更生債権に対応する個別貸倒引当金を控除しております。 

 

（注1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ

ンプットを用いて算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

貸出金 

貸出金については、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フロー等による回収

可能見込額に基づき算定した価額にて買い取っております。また、個々の債務者の

信用状態に応じて当該債務者の将来キャッシュ・フローの減少見込みを貸倒引当金

に反映しているため、時価は事業年度末における貸借対照表価額から買い取り後信

用状態が大きく異なる債務者に係る貸倒引当金を控除した金額と近似していること

から、当該価額をもって時価としております。 

いずれも時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要であるため、

レベル３の時価に分類しております。 

 

破産更生債権 

破産更生債権については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒引当金を算定

しているため、時価は事業年度末における貸借対照表価額から貸倒引当金計上額を

控除した金額と近似していることから、当該価額をもって時価としております。 

いずれも時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要であるため、

レベル３の時価に分類しております。 

 

（注2）金銭債権及び金銭債務の決算日後の償還予定額  

(単位：百万円) 

 １年以内 １年超 

貸出金  -            151  

破産更生債権101百万円は償還予定額が見込めないため、上記の表には含めておりませ

ん。 
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【農水産業協同組合等業務勘定】 

 

 

７.１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額     39,154円97銭 

 

(2)１株当たり当期純利益    540円79銭 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

損益計算書上の当期純利益（百万円） 21 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 21 

普通株式の期中平均株式数（株） 39,556 

 

 


